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フランスの資格制度
一特質と課題一

藤 井 佐 知 子
(江戸川女子短期大学）

はじめに

ヨーロッパ諸国は資格社会といわれ，日本の学歴社会と対比される。しかし同
じ資格社会といってもその態様は国によってかなり異なっており，イギリス，ド
イツ，フランスの三国をとってもそのあり方は三者三様である。わｶｺ国でも生涯
学習社会が目指されるに伴い，公的資格制度が注目され，学歴主義の弊害の緩和
力：叫ばれているが,｢今日の我国は既に学歴社会というよりは資格社会というべき
であり，学歴社会といわれている諸問題も，実は資格試験にまつわる問題である
事が多い｣(1)との指摘もあり，学歴社会，資格社会の厳密な区別や各々の定義は相
対的なものであることカゴ多く，明確な類型化はなされていないといえるだろう。
その原因の一つは，資格には教育資格＝学歴と職業資格の双方が含まれ，両者の
関連のあり方によって様々なパターンが存在することにあると思われる。
上記のヨーロッパ諸国でも，ドイツでは職業資格体系が学校教育と独立して存

在し，学歴でない職業資格による評価体制が確立しているといえるが，これと対
照的にフランスでは，主たる職業資格を学校教育で取得させる制度をもち，教育
資格と職業資格が一元的に体系化され，人々の職業的分化の基準は専ら学校の修
了水準によっている。フランスの場合，この学校教育修了水準がすべて資格付与
によって認定されるために資格社会といわれているが，実質は日本の学歴社会以
上に，個人の教育レベルの地位決定力は大きいといえる。
したがって資格制度を検討するにあたっては，まず，教育資格＝学歴と職業資

格の関連のあり方を明らかにする必要があろう。そのうえで生涯学習社会におけ
る資格制度を展望する場合，少なくとも次の視点を共有することが重要だと思わ
れる。第一は，個人が職業生活中に獲得した資格力ざどの程度個人の能力評価の基
準として認められるか，第二は，そうしたシステムへの接近力ざどの程度開かれて
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いるか，すなわち人々に平等な資格取得のアクセスを保障しているか否か，第三
に，それらが内部労働市場での昇進・昇給や外部労働市場での横断的労働移動に
どの程度有効に結びついているか，である。
本稿では，以上の観点からフランス独特の資格制度の全体像と改革動向，課題
を明らかにしたい。

I.統一的資格体系の形成

フランスの資格制度の最大の特徴は，あらゆる公的資格力ざ一元的に体系化され
ているという点である。わが国の場合，資格の数は1992年度で1365種にのぼって
いるが(2),その水準や社会的効力などはばらばらで,それらを体系化する基準も存
在していない。しかしフランスの場合，職業資格，教育資格ともすべて国が定め
た基準の下に分類される仕組みをもっており，これにより全国統一的資格体系カゴ
確立している。
この資格の一元的分類の基準となっているのが学校教育水準である。表１は現

在全国で通用している教育水準の分類であり，すべて学校体系との対応で定めら
れている（図1)。
ここに載っている資格は，技師の資格を除いてすべて，各教育課程修了時に公

的な検定試験の合格によって取得できる資格であI),このうち水準ＶのCAP(職
業適格証-1919年設置,91年現在250種),BEP(職業教育免状-1966年設置,91
年現在33種)，水準IVの科学技術バカロレア，職業バカロレア,BT(技術者免
状)，ならびに水準IIIのBTS(上級技術者免状),DUT(大学技術免状）は，正式
には「国民教育省管轄技術教育免状」といい，専攻に対応する職種においてその
まま労働協約の対象となる職業資格である。とくにCAPとBEPは熟練職に対応す
る資格として，またBTS,DUTは企業の中堅幹部に対応する資格として確固たる
地位を確立しており，このレベルの就職を目指す者にとって必須の職業資格とな
っている。このように主要職業資格が国民教育省の管轄であるのは，技師資格以
外の職業関連の資格交付の権限を国民教育省の専管とした1942年の法律に拠って
いる(3)。なお，これらの技術教育免状については，国民教育省が毎年リストを公表
している(4)。
このように資格（教育）水準の分類は，学校体系に即して，そしてそれゆえに

国民教育省管轄の資格を基準として系統づけられているのであるが，資格・免状
は同省以外の省庁によっても数多く出されている。それら他省庁管轄の資格・免
状も，実はこの資格水準表に基づいて等級づけされており，これがフランス独特



フランスの資格制度１０７
表１教育（資格）水準の分類
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のシステムを作り上げている｡それは,「資格の認可｣(l'homologationdestitres)
と呼ばれるもので，国民教育省以外の省庁や商工会議所，手工業会議所，農業会
議所等が出す公的資格は，表１の資格水準に照らして審査をした上で認可し，両
者の等価性を保障するという制度である。
この制度は，特に労働省が，自らの出す職業訓練講座の修了証(CFP)が法的

根拠をもたないために労働市場で軽視される傾向にあることに異議を申し立てた
のを動因として，1971年７月の「テクノロジー教育基本法」によって導入された。
翌72年には，認可を行う専門機関として「技術教育称号・免状認可専門委員会」
(Commissiontechniqued'homologationdestitresetdipl6mesdel'en-
seignementtechnique,職業教育各省間委員会直属の諮問機関。当局および雇用
者・労働者各代表から成る三者構成）が設置され，毎年各省庁・会議所等から認
可要求が出される称号・免状を審査し，認可した場合にはそれに相応する資格水
準(V～I)を提示する役割を負うことになった。最終的な判定は同委員会の意
見に基づいて首相が下し，結果は労働・雇用・職業教育省令として官報（認可リ
スト）に掲載される。初年度には労働省約800,国防省約400,農業省12の資格力：
認可され，その後毎年数を増やし,1990年には2,780の資格が認定され，すべてに
水準Ｖ～Ｉの何れかの等級づけがなされている(5)｡一例として,90年に｢電気工学」
と「国際貿易」の部門で認可された資格を挙げておく（表２）。
法的には，国民教育省管轄の資格は｢国家免状」(dipl6med'Etat),「資格の認
可｣制度による資格は｢認可資格」(titreshomolog6s),という相違があり，それ
ぞれ別のリストに掲載されるため,両者を統合した体系表は存在しないが(6),この
「資格の認可」制度によって，国内のあらゆる公的資格が唯一の基準である資格
水準(V～I)に基づいて分類・構造化される，統一的資格体系が成立したので
ある。
なお，水準II-Iに位置する技師(ingenieur,工業技術系の幹部職員に対応）

の資格に関しては,1934年７月10日法に基づく例外的な扱いがされている。すな
わち，技師の資格は法的には機関免状(dipl6med'6tablissement)とされ，国が
認可した高等教育機関(主としてグランゼコールの一種である技師学校。全国183
校あり，内訳は，国民教育省管轄が89校，農業省，国防省，産業・国土整備省等
の他省庁管轄が49校，私立が45校）カゴ，平均５年の教育課程修了者に対して，技
師資格委員会(Commissiondestitresd'ingenieur,CTI)の意見を徴した後に
交付している。
このほか，1987年６月に「全国金属連盟」(UIMM)が,2年間の労使交渉の

末，独自の職業資格制度である｢金属系資格証書制度」(CertificatQualification
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表21990年度の認可資格の一例

1０９

〔電気工学〕

〔国際貿易〕

(出所）TitresetDipl6国ｅｓｈｏ園oIoguGs；ListerQcapituIative-septembrｅ1990．CenlI･eInIIo､1990

ParitairedeMetallurgie)を創設し，脚光を浴びている。これは，業界団体とし
て初めての資格制度であり，後にみるような現行資格制度の欠点を補う目的でつ
くられた力笛，フランスではこうした試みは始まったばかI)で，一般的には普及し
ていない(7)。
ところで，以̅上みてきた公的資格は，どのような手段で取得しても，それらの

通し番号 水準 資 格 管 轄
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Ｖ
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軍事：ブレスト造船・船備高等技術学校高等証宙（電軍事総務局（国防省）
気専攻）
敬畏免状：一般電気（アルザス・モーゼル商工会鍛所）バーラン県商工会狼所
鞍業訓練証：電気工学専門員（ＡＦＰＡ：国立職業訓
練協会）
駁業完成証：電気工学専門員（ＡＦＰＡ）
航空ｇ初等証密２級一電気工学設備
航空:高等証香一治山電気
航空：高等証富一電気工学設備
軍事専門証寄２級一応用電気工学
敬業訓練証：電気技術専門員

ＡＦＰＡ（労働・屈用
･敬業訓練省）
ＡＦＰＡ
空軍（国防省）
空軍（国防省）
空軍（国防宙）
陸軍（国防省）
ＡＦＰＡ

職業訓練証：電気工学・電気調査部技術者（ＡＦＰＡ）ＡＦＰＡ
駿業訓練証：電気工学・工業電気技術者（ＡＦＰＡ）
駁薬完成鉦：電気技術専門監督者（ＡＦＰＡ）
航空：初等証富２級一治山電気工
軍事専門証富１級一発電所監督者
鞍藁完成証：電気（ＡＦＰＡ）
手工薬見習い訓練修了試験：電気製品技術者
手工業見習い訓練修了試験：電気工学者

ＡＦＰＡ
ＡＦＰＡ
空軍（国防省）
陸軍（国防省）
ＡＦＰＡ
手工業会凝所常設調会
手工業会鵬所常設鯛会

通し番号 水準 資 絡 管 嬉

2㈹6
2007

2008

2伽9

2010

2011

2012

2013
2014

2015
2016

､２０１７

2018

2019

１

１

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

国際貿易高等研究証（外商研究センク･-）
国際貿易高等研究資賂（国際高等敦育研究所）

輸出薬鉾部職圃（グランビル＝サン＝ロー商工会鍍所）

国際産粟マーケティング技術・営粟部門幹部証密（国
際産菓マーケティング研究所）
国際貿易高等教育鉦（トゥールーズ貿易促進研究所）

対外貿易高等適絡証（外商教育研究所）

輸出入業共同邸業者（外商教育）

外商高専学校免状
輸出粟専門家完成課程修了免状（国立輸出学校）

国際商法センター免状（トゥールーズ大学）
国際貿易幹部畷資格（高等産薬研究センター）

仏独経済関係特別管理・貿易実践研究鉦（仏強商工業
学校）
外商補佐高等教育鉦（国立外商補佐学校）

国際貿易経営教育（リヨン貿易研究所）

マルセイユ商工会調研
クレルモン高等商薬学
校グループ
グランピル＝サン＝ロ
一商工会凝所
ロンジュモー国際産薬
マーケティング研究所
トゥールーズ貿易促進
研究所
ダンケルク外商教育研
究所（商工会鍛所）
リール＝ルーベーート
ウルクアン商工会蝋所
パリ外商高等学校
国際貿易研究所（パリ
商Ｔ会遜所）
トゥールーズ大学
パリ高等産業研究セン
ター
パリ仏独商工会凝所

国立外商補佐学校（デ
イエップ）
リヨン貿易研究所
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価値が同等であることが法的に保障されている。先のテクノロジー教育基本法第
８条は次のように述べている。
「技術教育の称号(titre)や免状(dipl6me)は，学校教育･大学教育によって

も，また見習訓練(apprentissage),継続職業教育(formationprofessionnelle
continue)によっても獲得される｡」
表１，２に掲げた各種の資格をみると，学校・大学教育の修了資格を始めとし
て，各分野の専門職業人を養成するために各省庁が設置する学校（専門学校ある
いはグランゼコール）において取得又は取得準備ができるもの，労働者の技能形
成を目的に行われる徒弟訓練や継続教育によって取得できるものなどが混在して
いるが，いずれの方法によっても相互の等価性が，少なくとも法的には保障され
ている。

11.資格制度のフランス的特質

上でみた体系的な構造をもつフランスの資格制度は，わが国，あるいは他のヨ
ーロッパ諸国と比較していくつかの特徴的な性格を有している。ここでは，比較

検討を通してフランス的資格社会の実態を浮き彫りにしてみたい。
まず第一に日本と最も異なるのは，学校と資格の制度的連関のあり方である。
日本では学校は卒業・修了証書を除いて資格付与機能をもたないが，フランスで
は学校の教育課程修了時に公的な検定試験を行い，これに合格した者に資格を与
える仕組みとなっている。学校はその意味で資格取得準備機関であり，生徒．学
生は資格取得をもって離学し，「卒業｣という概念はない。各学校力§準備させる資
格はＩでみたように全国的に通用するので，都市部の一部有名高校を除いて，高
校や大学の学校間格差は基本的に存在しない。中等教育修了認定であるバカロレ
ア資格が，同時に高等教育入学資格をも兼ね合わせているために，これを取得す
ればどの大学にも入学可能なのはその典型的事例である。
人々の社会的地位は，どの資格をもっているかによって決まるのであるが，す

べての公的資格は表１の教育水準に基づいてはっきりと序列化しているため，日
本のように，高卒か大卒か，あるいは有名大学卒か，というような基準ではない
にせよ，実態は厳然とした学歴別ヒエラルヒーが存在している。
次にこれと関連して，職業資格と職業技術教育の関係にも大きな特徴がみられ
る。フランスの企業は，自ら労働力の養成を行う慣行を持たず，そのため専らそ
の役割は学校職業教育に委ねられている。これは，熟練形成をOJT,すなわち仕
事に就きな力:らの教育訓練によって行うわが国と対照的であるし，また，私企業
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が労働力養成に大きな役割を果たしているドイツやイギリスに比べて欠点だと指
摘されている点でもある(8)｡企業が採用の際に要求するのは,即戦力となる専門的
知識・技能をもった人材であり，学校職業教育はそれを準備させ，特定の職業資
格を取得させて生徒・学生を実社会に送り出すのである。そのため教育課程は職
業資格の種類に対応して構成されており，例えば職業リセで工業科機械部門を専
攻した者はCAPであれば「フライス盤工」「旋盤工」「仕上工」のいずれかの資格
を取得し,BEPであれば「組立工」の資格を取得する。短期高等教育で取得でき
るBTS¥DUTも，同じく各種専門分野に対応して種類が分けられており,1966年
に生産，応用研究，サービス業の三部門の中堅幹部を養成する目的で創設された
IUT(技術短期大学部）で取得できる後者は,1991年現在，第二次部門で11種，
第三次部門で７種の職域に分けられている(9)。
いずれの職業資格でも公的試験合格というフィルターを通ることによって当該

領域の職務能力があることカゴ証明されたことになり，就職先も当然な力ざら取得資
格に関連する職種に限定される。この点，企業が専門的知識・技能よりも一般的
能力を重要視し,<311練可能性trainability>を採用の際の最大の基準とする日
本において，学校で獲得した能力と職務内容との間に相関性がみられず，それに
よって学歴の内実が形骸化する傾向にあることとは好対照である。フランスの場
合，学校で取得した職業的能力に応じた職業選択を行わせることによって，教育
と労働のミスマッチをできるだけなくそうとする考え方に拠っており，近年この
考え方は高等教育にまで浸透してきている。1970年代から高等教育の「職業化」
(professionnalisation)が推進され，職業的専門的知識･技術習得を強化する施
策力ざ種々試みられてきたが('0)，1991年には，この方針をさらに徹底するために新
しく大学付設機関として「職業教育大学部」(Institutuniversitaireprofession-
nelle,IUP)が創設された。これは,1年以上の高等教育を終えた者にその後３
年間の職業専門教育を受けさせ，准技師の資格(ingenieur-maitre,現在の技術者
と技師の中間に位置付く新しい資格。通常大学教育４年間で取得できる「メトリ
ーズ」学位と同等）を取得させるコースである。このコースは，大学教育２～３
年で直接職業に関連のないDEUG(大学一般教育免状）や学士の資格をとって修
了していた者が就職困難に陥っていた事情を鑑み，即戦力として通用するような
専門的能力をつけさせて彼らの就職を促進するために設けられたもので，多数の
進学者確保力:目指されている('１)。
第三に，いかなる職種においても職業資格の系統性ｶｺ明確であるため，所有資

格によってその人のもつ職務能力程度が判断できるとともに，各人力ざ資格取得・
向上の見通しをもつことができる，という点があげられる。これは，わ力爵国のよ
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うに，国家試験，各省庁が民間団体に認定を与.える認定資格，公的団体が出す検
定資格，民間資格の四種類の資格が乱発され，無秩序に並立している状態('2)と比
べて，また，同一職種の中にも複数の団体が交付する職業資格力ざ並立し，それら
の相互関係もあいまいなままであるために現場での混乱を引き起こしているイギ
リスと比べると利点として評価されよう('3)。すなわち，どの分野も熟練職資格と
してのCAP又はBEP,中位水準職種（技術者，下級ホワイトカラー）の資格とし
ての職業バカロレア及びDUT又はBTS,そして上位水準職種(上級ホワイトカラ
ー，幹部職）の資格としての学位・グランゼコール修了資格・技師資格，という
三段階構成が基本になっており，これに当該分野の「認可資格」力：加わって共通
基準の下に体系的に整理されているのである。しかも，職業資格を準備しないコ
ース修了者に与えられる学業資格（バカロレア，大学一般教育免状，非職業関連

学位など）もこれら職業資格と|司一体系のなかで序列化されていることから，労
働市場内では両者の価値をめ<･った混乱は生じにくいし，また，学習者の側も，
資格向上のための学習計画をたてやすく，目的とする技能・能力を無駄なく整合
的に獲得できるといえよう。
経営・管理系を例にとって具体的な職業資格の体系を表３に示しておく。

表３職業資格体系（経営・管理系）

＊は聰可資幡。尚は通し播号

こうした資格相互の関連性が明確になっているのは，「資格の認可｣制度に加え
て，「職業諮問委員会」(CommissionsprofessionnellesConsultatives,CPC)お
よび｢全国教授法委員会」(Commissionspedagogiquesnationales,CPN)の役
割に負うところが大きい。前若は国民教育省リセ・コレージュ局，後荷は高等教

水遡Ｖ
水準Ⅳ
水準Ⅲ

水準Ⅱ．Ｉ

ＢＥＰ（経営コミュニケーション・秘面）
鞍粟パカロレア（オフィスオートメーョン；会計・経営管理選択）
ＢＴＳ（会叶・経営）
ＤＵＴ（企薬管理）
企薬管理迩備課隠修了証密〔ポアンターピートル商工会狼所．他1949〕
管理商粟学校修了証富〔オルレアン、プリヴ、トロア、サンーナゼール、シャ
ロンーシュールーソーヌ、ナント、サンーディエ各商工会蝿所、ルーアン駁
粟醜悶高専研究所胸1950～1957〕
小企粟菅理適格狂〔ナント産薬昇進学院：ナント商工会狽所伽1958〕
管理・営業指弾旧当鉦右〔ランジス生涯商藁教育研究所他1959〕
爾哩班魯〔ゴプランテクノロジー教育センター；パリ商工会蝿所NQl960〕
企粟組織管理技術者免状〔ランジス生涯商業戟育研究所恥1961〕
共同管理者鯰部資格〔パリ生涯敬育プロモシオン研究所他1962〕
経営・管理学修士（ＭＳＧ）
経営系グランゼコール（ＨＥＣ・ＥＳＳＥＣ・ＥＣＳＰ
高等専門教育免伏（ＤＥＳＳ）

ＩＥＰ）免状

パリ商等管理研究所免状〔パリ高等管理研究所、水鎮Ⅱ、胸19.18〕
弼専経営研究証召〔高等経営研究センタ；エキュリー高等商業学校グループ
水箪Ｉ、他1945〕
商等管理教育免状（ＭＢＡ）〔ヨーロッパ管理耶薬研究所（フォンテンヌブロ
一）、水瀕Ｉ、胸1946〕
企葉管理敦育研修免状〔パリ商工会鯛所、水がＩ、NOi947〕
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育局直属の委員会で，それぞれ20,19の産業部門に分かれて該当する職業資格(前
者はDUTを除く水準Ｖ～IIIの国家免状，後者はDUT)の新設･改訂･廃止，認定
試験の規則・内容の決定と実施，教育課程の決定など資格関連の業務一切を行っ
ている。両委員会とも，当局関係者のほかに労働者代表，雇用主代表，学識者か
ら成る四者構成をとって，各界の意見や経済・雇用情勢を鑑みながら資格政策を
主導しており，これまでにも職業バカロレアの新設（85年）やCAP･BEPの大幅
な整理統合('4)などの施策を実行してきた。同委員会によって同業種内の各種資格
のタテのつながりが常に考慮され，有機的連関を持つよう配慮されており，しか
もすべて国民教育省の諮問機関として位置づけられることにより，資格とそのた
めの教育訓練に関する政策が一貫性を持ちうるというわけである。
以上のような特色をもつ資格制度は，しかしながらいくつかの問題点を抱えて
いる。次節ではそれらを検討してみたい。

Ⅲ、一元的資格体系の問題点

問題点の第一は，資格制度が国，とくに文部省によって管理運営されているこ
とに起因している。教育経済高等委員会が発表した第四報告書「成功のためのパ
ートナー-青年の資格の課題と方策一』（1993年)は，フランスの資格制度を
く国家管理型＞と称して次のように述べている('5)。資格の決定・承認に関するフ
ランス的システムの特徴は，国家の優位性と行政当局の管理の強大さにある。そ
れは各職業分野の資格に関する施策を行う職業諮問委員会は諮問機関であり，決
定権限は国民教育大臣にあること，また，各委員会には産業界の代表が参加して
いるものの事務局の発言権が強く，特に視学官カゴリード役を務め，産業界の見解
は実質的にはほとんど聞き入れられることがない，という理由による。また近年，
リセ・コレージュ局内の「テクノロジー・教育グループ」(GET)がCEREQ(資
格調査研究センター）('6)との協同により，職業教育政策にイニシャティブを取る
ようになり，ますます文部行政の権限力ざ強まる傾向にあるという。そのため結果
的に産業界のニーズを反映できず，市場の動向への的確な対応が不足している，
というのである。産業界との緊密なパートナーシップのもとに資格政策を進めて
いるイギリスやドイツと比べるとこれは大きな弱点であI),産業界との連携を早
急に強めていくべきだと提言している。
報告書は，イギリスの資格制度をくプラグマティズムと地方分権性＞，ドイツ
の制度をく共同決定＞と特徴づけてフランスの国家管理型制度を批判的に分析し
ているのであるが，同様の指摘は『タンギー報告」（'7)においてもみられる。そこ
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では，資格政策に関する文部省と産業界，労使代表との協議の場力ざ欠如している
ことから，教育界と職業界の間で職業資格に対する評価のズレがみられることを，
労働協約における資格の取り扱いの調査を示して明らかにしている('8)。また，職
業諮問委員会主導の資格政策は学校教育中心なので，産業界が近年進めようとし
ている継続教育が視野から外れてしまうことも問題だとしている。
さらに重要な問題点として，この一元的資格体系がフランス社会に及ぼすマイ

ナスの規定力をあげなければならないだろう。それは，フランスの強い学歴主義
的傾向と深い関係にある。これまでみてきたように，フランスでは主たる職業資
格取得のための職業教育訓練を学校教育が担当しており，しかも企業は採用後の
教育訓練はほとんど行わずに新規卒業者を取得資格別に採用し，即戦力として労
働力を行使するため，労働力の階層化が専ら学校教育修了水準（学歴）を基準と
して行われている。例えばホワイトカラーとブルーカラーを分けるのはどの水準
で学校教育を終えたか，つまり学歴の違いによっており，水準Ｖ以下であればブ
ルーカラー，水準IV以上だとホワイトカラーということになる（但しこの原則は
近年の不況による「資格の価値喪失」dequalification現象で大幅に崩れつつあ
る)。またホワイトカラー内部の等級の違いも，水準IVからＩまでのどの教育(資
格）水準であるかによって自動的に決まってしまう。この点は，学校制度と独立
した社会的職業訓練制度と資格制度を有するがゆえに異なる形態をとるドイツと
比較するとわかりやすいであろう('9)。
ドイツでは，デュアルシステムで知られるように，職業資格は産業界が主体と

なって運営する職業訓練制度において取得させ，続く職業生活中も企業・業界団
体力ざ独自に実施する教育訓練によって随時資格を更新させていき，やがてはマイ
スターにつなげていくという学校教育体系とは別枠の独立した資格体系を有して
いる。労働者のカテコ．リー間の違いは学歴ではなく職業訓練の経歴によって分け
られ，中級職種には中等教育修了者よりは，短期の中等教育(ハウフ。トシューレ）
に続く初級職業訓練（デュアルシステムによる）を経て資格取得後に参入するケ
ースカゴ多い。これに対してフランスでは，中級職種には水準IV以上，すなわち長
期中等教育修了者が就くのｶｺ普通で，短期職業教育修了者（水準V)が中級職種
に就くことはない。逆に中級職種に就くには最初から長期中等教育コースに進学
する必要があり，水準IIIの職業資格は，バカロレア取得者が短期高等教育に進学
することによって取得できる仕組みになっている。要するに，学校教育修了水準，
つまり学歴がその人の社会的地位を決定してしまうのである。
両国のこうした相違は，企業の労務管理制度の違いにも強く影響を受けている
ことに留意しておく必要力：ある。つまり，フランスでは修了した学校と資格の種
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類が職業上の格付けのみならず，賃金，昇進の絶対的基準となり，入職後の個々
人の努力はほとんど雇用管理面に反映されることはない。フランスは世界で最も
職階別（すなわち学歴別）賃金格差が大きい国の一つであり(20)，かつ内部昇進は
非常に少ないといわれている(２１)。労働･経済社会学研究所(LEST)の研究によれ
ば，「フランスの職業空間は管理性(格付けの論理）に価値を置き，教育水準と年
功を結合するのに対し，ドイツでは専門性を重視し，職業教育とそこで獲得され
た成果を評価する」のである(22)。さらに継続教育に対する社会的評価ｶｺｰ般的に
高くないため，職場内で考慮されるのは専ら入職時の学歴であり，其以後の学習
成果，例えば継続教育でとった資格などはほとんど評価されることがない(23)。継
続教育は「非常にマージナルな疑わしいもので，それによって資格をとった者は
軽蔑されたり，成り上がりとみなされたりする」(24)ともいわれている。これに対
してドイツでは伝統的なマイスター制度を基盤とする職業訓練制度がアカデミッ
クな基準に基づく学校教育とは異なる価値をもって社会的に高く評価されており，
両者の間に序列関係はない。学卒後，職業生活中に職業資格をとって地位上昇を
はかっていくというの力:勤労者のごく一般的なライフスタイルとなっているので
ある。例えば，技術者・職長の免状の所有者は，その60%が継続教育によって取
得している(25)。アビトウア（大学入学資格）取得後に大学進学せず，デュアルシ
ステムに入る者力ざ36％に達するという事実(26)は，職業資格取得がいかに人々の間
で重要視されているかを物語っており，学校教育以外の場において社会的地位を
得る手段が確固として存在していることの例証である。
ところ力欝フランスでは，明らかに普通教育優位の伝統が根づいており，職業教

育には低いステイタスしか与えられていないため，短期職業教育コースへは成績
不振者が振り分けられ，そこに進学することは学校教育体系からの脱落を意味す
る。そして一旦通常のコースから外れると，その後上級の資格をとったとしても，
労働市場の側でそれを評価するシステムを確立していないために，地位上昇の可
能性はきわめて低く(27)，結局学校教育を修了した時点で職業的階層がほぼ決定づ
けられてしまうのである。そのため社会的競争が学校内部に集中し，学校教育の
厳しい選別主義，ならびに人々の間に学歴獲得をめざした過度の競争を生み出し
ているのである。
両国の相違は，職業教育への企業の関与の程度，雇用慣行，職業教育に対する

社会的評価など種々の側面から説明しうるカゴ，資格制度の観点からみた場合，資
格体系が学校教育水準のみに基づいたものかそうでないかという違い，さらに言
えば，人々の能力評価の基準が一元的か多元的か，の違いを意味している点力葡重
要であろう(28)｡「資格をもつことは職業への権利ではなく，地位への権利が与えら
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れたとみなされ｣(29)，そのためにより上級の地位を得る手段として人々が高学歴
（資格）を求める結果，学校教育に競争が集中するフランスと，学校教育体系の
外側で職業資格取得をめぐる競争力ざ自律的に存在し，社会的競争が多元化してい
るドイツとの対比は，フランス力欝今後めざすべき方向に多くの示唆を与えてくれ
るように思われる。

I V . おわりに一現状と課題一

普通教育優位の学校体系をもち，社会的競争力:上位の学校への進学をめざした
受験競争に集約されているわが国の現状は，フランスと多くの共通点をもつとい
えよう。日本で生涯学習社会への移行を推進していく際に公的職業資格制度の見
直しが重要な課題とされているのは，学歴偏重の弊害を是正し，生涯にわたる学
習の成果力欝適正に評価されるような，人間の能力評価システムの多元化を図るこ
とを目標としているからにほかならず(30)9その点で学校外の職業資格制度による
能力評価システムが確立しているドイツの例は日仏両国にとって共通に参照すべ
きあり方だと思われる。
それでは，フランスでは学校教育外の能力評価システムに関してどのような取
り組みがなされてきたのであろうか。結論的にいえば，これまでのところ抜本的
な施策は行われていない。1950年代後半以降，職業教育の分野で様々な成人対象
の学習機会が整備され，特に71年「生涯職業教育法」制定後は，継続教育の制度
化に伴い資格取得のための学習の場力:拡張されてきたのである力ざ，いずれも旧来
の学歴重視の風潮を覆すようなインパクトは持ちえなかった。その原因は，フラ
ンス社会に根強く横たわる学歴重視の伝統と，それを支える企業側の雇用倫理・
制度にある。すでに述べたように，フランスの企業は継続教育での学習成果を能
力評価の対象とする戦略をもっていないため，人々の間では失望感ｶｺ蔓延しこれ
ｶｺ継続教育による資格取得の普及を妨げる要因となっている。実際，継続教育に
関する評価においても,資格を付与する教育訓練(formationsqualifianteset/ou
dipl6mantes)が十分に行われていないことが常に指摘されている(３１)。さらに近年
の企業の人事方針転換がこうした傾向に拍車をかけていることも見逃せない。国
際経済競争への生き残りをかけて各企業は生産性向上をめざして採用人員の資格
水準の一斉向上を断行し，そのために職務内容レベル以上の資格を有する若者を
大量に採用するという方針を今まで以上に徹底するようになった。この労働市場
の動向に敏感に反応した若者や父母の間に，より一層の高学歴志向が浸透するよ
うになり，ますます学校教育への執着力ざ生まれているのである(32)。
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冒頭に述べた３つの視点に即していうと，いずれの点からもフランスの資格制

度は生涯学習の見地からみて有効に機能しているとはいえないだろう。第二のア
クセスの問題について付言すれば，継続教育を受けるチャンスにも職業階層別格
差が明確に表れており，すべての人々に開かれた職業的進展のための手段とはな
っていないし(33)，第三の労働移動に関しても，人々の職業資格取得のための努力
は企業内昇進のみならず横断的な労働移動に十分に結びついてこなかった。
従って，今後求められるべきは，まず，企業が就職後の人々の学習成果を評価
する体制を導入すること，そして，学歴にとらわれずに人々の能力の中身を多元
的にとらえるような資格制度を構築することであろう。そのためには資格認定の
際の能力評価の基準転換力ざ必要である。後者に関連する最近の動向を最後にまと
めておきたい。
まず見習訓練制度改革があげられる。従来よりフランスではこの制度はあまり

発達しておらず，量的にも同一年齢層に占める訓練生の比率は5.2％～8.7％
（16～18歳）と低く，また質的にも訓練生のほとんどが後期中等教育に進学でき
ない学業不振児で占められるなど，社会的評価はきわめて低かった。こうしたな
か政府は1980年代後半以降，本制度の振興に努め,８７年と92年には本制度改革の
ための法律が制定された(34)。これにより，今まで見習訓練によって取得できる資
格がCAPに限られていたのが上位の職業資格も取得できるようになった。BEP,
BTS,職業バカロレアはもちろん，高等教育機関で取得準備されていた技師資格
までが見習訓練によって取得できるようになったのである。
本改革の直接の目的は，若者の就職難を緩和するために，企業のニーズを反映
しやすい当該制度の活用によって労働力養成を企業と協力して積極的に行ってい
くことにあるが，重要なのは，本改革により，学校教育体系とは別個の資格取得
のルートが確保された点であろう。取得できる資格が全水準にわたるようになっ
たことにより，アカデミックコース以外からの上位資格取得が可能となり，この
ことが，職業的階層決定の原理を学歴（又は学校で取得した資格）外に広げ，能
力評価の多元化をもたらす一つの契機となっていくのではないかと思われる。
人々の能力を多面的にとらえようとする動向としていま一つ注目されるのは，

実務経験重視の傾向である。一例として，近年導入された新技師養成コース
(Nouvellesfilieresdeformationd'ingenieurs,NFI)をみてみよう。
技師の資格は，通常バカロレア取得後技師学校で４～５年の教育を受けた後に
取得する。これに加えて1974年からは，バカロレア＋２年の水準で３年の職業経
験を持つ者に対して,200～400時間のパートタイムの準備教育と２年間のフルタ
イム教育を受けることで取得できるコースが設けられていた（ポストDUTコー
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ス)。しかし，本コースによる資格取得者は，年間約14,000人の技師資格取得者の
うちわずか1000人と振るわなかった。そこで国民教育省は1990年に，勤労者の技
師資格取得を拡大するための新しいコースを創設した。それは，５年の職業経験
を有する上級技術者(BTS所有者）並びに同水準の者が１年間のフルタイム教育
を受けることで技師資格を与える制度で，これまでの理論教育重視の傾向を廃し，
職業経験を実務能力とみなして評価することを一つのねらいとしている(35)。学
校・大学での教育内容が抽象的かつ非実際的で，産業界の現実に即していないこ
とは従来から批判されていたが，新制度ではその弊害を除くとともに，職業経験
を実際に仕事をする能力として積極的に評価し，資格認定の新たな基準に組み入
れている点が特記される。
この試みは,1992年７月20日付けの「資格交付のための職業経験の認証と国民

教育についての諸規定に関する法律」において一つの到達点として結実した。本
法は，５年間の職業生活を送った者は誰でも職業経験の認証(validationd'acquis
professionnels)を要求でき，それが高等教育免状や職業資格取得の際に求められ
る知識(connaissances)と資質(aptitudes)の一部を証明するために考慮の対象
とされる，という新しいシステムを導入したのである。職業経験の認証は，教員，
研究者を中心メンバーとする審査委員会（高等教育免状の場合は大学長を必ず含
む。本委員会は随時結成される｡)が応募者の提出した書類をもとに行い，職業経
験の内容・程度に応じて資格取得のための試験の一部または全部の免除を決定す
る。また，この制度によって得られた資格は，通常の試験合格による資格と同等
の効果をもつことが定められ,Iで述べたテクノロジー教育基本法第８条は次の
ように改正された。
「技術教育の称号や免状は，学校教育・大学教育によっても，また見習訓練，継
続職業教育によっても，さらに試験の一部に取って代わる職業経験の認証によっ
ても獲得される｡」
本規定は，資格認定に必須であった筆記試験合格という条件を外し，理論より
も実際の職務遂行能力や経験を評価対象にすることを決めたもので，資格認定の
際の能力評価の基準の多元化という点からみてきわめて斬新な施策である。国民
教育省も本法を「中等・高等教育の民主化の画期的な一歩となる」と評価してお
り，この国の学校中心主義・理論中心教育に歯止めをかけ，新しい能力観の醸成
を促す制度として期待される。具体的な実践例はまだ報告されていないが，生涯
学習時代の新しい資格制度として注目に値すると思われる。
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注
(1)市川昭午｢公的資格制度の方向と生涯学習」『社会教育』１月号(523号)，１９８９
年，１４頁，全日本社会教育連合会。
(2)i国家試験資格試験全割1992年版,1992年，自由国民社。
(3)技術・職業教育は，１９世紀に展開された公教育省と商務省の所管争いを経た
後,1920年以降国民教育省（旧公教育省）によって整備が進められていった。
この動きが，今日のフランスの技術・職業教育の基本的特徴を生み出したとい
われている。Charmasson,T.,Lelorrain,A.M.,Ripa,Y.,L'enseignement
techniquedelaR6volution5nosjours"Tomel,Economica,1987,pp､56-
71.,Affichard,J.,"Nomenclaturesdeformationetpratiquesdeclasse-
ment'',FormationEmploi,No.4,1983,pp.47-61.
(4)Ministeredel'EducationNationale,Directiondel'evaluationetdela
prospective,Listedesdipl6mesdel'enseignementtechnologique.
(5)1990年10月１日付労働・雇用・職業教育令(J.O.du3oct.1990)｡Titreset
dipl6meshomologu6s,Centrelnffo,1990.毎年労働・雇用・職業教育省管
轄のCentrelnffo(生涯教育情報センター）からこの冊子が出版されている。

(6)次の拙稿において両者を統合した資格体系表を試みに作成した｡｢フランスに
おける資格体系と継続教育｣『各国生涯学習に関する研究報告一生涯学習海外研
究班一』（国立教育研究所侍別研究報告書)，1992年，６８頁。

(7)HautComit6Education-Economie,Partenairespourreussir;Enjeuxet
moyensd'unequalificationdesjeuneS,LaDocumentationFranCaise,1993,
pp.59-60.

(8)MyriamC､-D.,J.M.Grando,"Formationprofessionnelleouvriere:trois
modeleseuropeens'',FormationEmplQi,No.22,1988,pp.5-29.歴史学者プ
ロストは，学校職業教育の限界を指摘しその縮小を唱えているが，今のように
企業が自ら労働者の教育訓練を行わない現状ではその実現は難しいと述べてい
る｡A.Pros t , Elogedesp6dagogues ,Seuil,1985,pp.157-173

(9)各職業資格準備課程については次の論文力欝詳しぃ。堀内達夫｢職業技術教育」
原田・手塚・吉田・桑原編『現代フランスの教育』早稲田大学出版部,1988年，
168～180頁。

(10学生数の急増に伴い学卒失業が出現するにいたって，職業教育的色彩をもっ
た新しい第１期課程修了免状DEUST(大学科学・技術教育免状),第２期課程
の２年一貫教育の新型のメトリーズ(MST:科学技術,MSG:経営・管理学，
MIAGE:企業経営のための応用情報学，の三種がある)が創設された。後者は
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進級に際し選抜が行われ，企業における即戦力人材の養成をめざして企業との
連携による教育を行っている。
(11)産業界に不足している上級技術者と将来の幹部職を養成する目的で創られ，
ヨーロッパで主流の，バカロレア（高校卒)＋４年水準の上級技術者の育成（フ
ランスの上級技術者は通常バカロレア＋２年水準)が念頭におかれている｡1993
年には全国の122大学で設置され,学生の間でも人気が高い。教授スタッフの半
数を産業界から招き，企業実習を多く取り入れた実践的教育に重点を置いてい
る。毎年6000人の准技師免状を出す予定。InffoFlash,No.384,28mail993.

(1)佐々木賢『怠学の研究ｊ三一書房,1991年,127頁。
(13この点を改善するためにイギリスでは新しい全国職業資格体系(NVQ
Framework)の構築が進行中である。詳細は次の論文を参照されたい。柳田雅
明「イギリスにおける全国職業資格体系(NVQFramework)の構築状況につ
いて一生涯学習化社会との関連から-｣『各国生涯学習に関する研究報告一生涯
学習海外研究班一』（国立教育研究所特別研究報告書)，1992年，４６～61頁。
(101983年に317種あったCAPが1990年には250種類に，同じくBEPは75種類から
３３種類になった。職業諮問委員会，全国教授法委員会については注(7)の文献に
詳しい。
(13HautComit6Education-Economie,op.cit.,pp.49-102.
(101970年に労働・雇用・職業教育省と国民教育省の両省の管轄下に設置された
研究機関で，雇用と教育訓練の関係ならびに職業問題についての調査研究を行
っている。

(17)L.Tanguy, QuelleformationpourlesouvriersetlesemployesenFrance
LaDocumentationFranCaise,1991,pp.93-107.本報告書の概要が次の論文に
紹介されている。堀内達夫「教育・雇用関係に関する研究一「タンギー報告」
について-」『フランス教育学会紀要』第４号，1992年，９１～97頁。

(13例えば資格水準の最低レベルに位置づくCAPに関してそれは顕著である。学
校教育においては，職業リセのCAP準備コースは学業不振児のケットーとなっ
ており，生徒・父母の間で評判力:すこぶる悪く，進学者も激減しつつあるカゴ，
逆に産業界ではCAPを熟練資格として高く評価する傾向にある。
(19フランスの職業教育はドイツのそれと比較検討されることが多く，特に労働
社会学の分野で優れた研究成果が出ている。代表的な研究はLEST(労働･経済
社会学研究所）が行った次のもの。Maurice,M.,Sellier,F.,Silvestre,J.-J.,
"Laproductiondelahierarchiedansl'entreprise:recherched'uneffet

societal;ComparisonFrance-Allemagne'', RevuefranCaisedesociologie
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XX,1979,pp.331-365.,Maurice,M.,Sellier,F.,Silvestre,J.-J.,Eolitique
d'6ducationetorganisationindustrielle,PUF,1982.なお乾彰夫は，同著者
による論文("ThesocialFoundationoflndustrialPower,AComparisonof
FranceandGermany''1986.）を仏独の階層化システムと社会の競争構造の違
いという視点から紹介しており,本稿でも参考にした｡｢現代の産業社会と競争」
『現代社会と教育①現代と人間』大月書店，1993年，123～154頁。

伽水野朝夫，谷弘一編『先進国失業の構造』有斐閣，1983年，129～135頁。
@1)EducationEconomie,No．11,1991,p.49,LeMondedel'Education,No.
216,p.36.LESTの研究によれば,企業内の昇進は下級水準の資格の者に限ら
れる（例えば無資格の者が非熟練職に就き，その後CAPを取得して熟練職とな
る)。注(19の前者の論文344頁。
注(19の前者の論文,345頁。
Ｌ・Tanguy,op.cit.,p.１０４.

､》注(19の前者の論文,345頁。
@3L.Tanguy,op.cit.,p.104.
"J .Aubret ,P.Gi lbert ,F .Pigeyre,
questions,PUF,1993,p.116.
mM.Vernieres,Format ionEmp

Savoiretpouvoir;Lescompetencesen

Cujas,FormationEmploi;Enjeueconomiqueetsocial
1993,p.79.フランスの企業の幹部職のうち高等教育デイプロムを持っている
のは75％であるのに対し，ドイツでは30%である。これは，ドイツの企業では
学位より職業訓練・資格がいかに重視されているかを物語る数字である。注(１９
の論文90頁。

㈱ I b i d .
㈱国立経済統計研究所(INSEE)の行った全国調査によると,1980年～85年の
間に何らかの教育を受けた者のうち上昇移動(mobiliteascendante,現在より
上位の地位・資格の獲得をともなう転職・職務の変更）を行った者の割合は，
「雇用主の意志による教育」の場合は25.1％，「個人の意志による教育」の場合
は21.2％である力ざ,1970年の調査ではそれぞれ55.4%,35.2%であった。これ
はデュバールらによれば，７０年代は各企業が1971年生涯職業教育法成立を受け
て「権利としての教育」に重点を置いていたが，経済危機以降，次第に教育は
生産性向上，組織維持の論理に傾斜していった結果である。C.Dubar,G.
Podevin,"FormationetpromotionenFrancedepuisvingtans'',CEREQ
BREF,No.59,1990

側乾彰夫は先の論文において，現代日本の競争を抑制する一つの可能性とし
てく競争の多元的構造の社会的形成＞を挙げ，ドイツ・イギリスをモデルに示
唆に富む考察を行っている。その中でフランスと日本は，社会的競争が一元的



122特集生涯学習と資格
性格をもつという点で一定の類似性をもつ，とされており，著者もこの見解に
賛同する。

LeSeuil,1989側
60)

P.d'Iribarne, Lalogiquedel'honneur
60)臨時教育審議会第３次答申(1987年４月１日提出）は，「形式的な学歴が重視
される弊害を是正し，評価の多元化を図るとともに，資格を真に能力の裏付け
をもったものにする観点から，公的職業資格制度を見直す必要がある｡」と述べ
ている。

61)教育経済高等委員会の第３報告書は，継続教育の現状を次のように評価して
いる。「資格を付与する長期にわたる教育が十分に行われていない。このタイプ
の教育はアングロサクソン系の工業国の特長であるが，フランスではこの数は
かなり少ない。．…･･わが国の規定は長期教育に適しておらず，企業は，２～３
週間にわたる教育のために従業員の勤務を免除することに相変わらず傭路し力ぎ
ちである。企業は雇用に結びついた教育によって技術的・経済的進展を図るこ
との方をめざしており，その意味で人々は資格に向けての義務的な道程よりも，
斬新的進歩のあり方について話題にする。しかしこの能力管理のやり方は，十
分な時間をかけられないこともあって従業員の｢機能的移動性」(mobilitefon-
ctionnelle)と昇進の機会を減らし，ますます必要となっている内･外部の移動
の妨げとなっている｡」HautComit6Education-Economie,２００1,d'autres
temps,d'autresenjeux:denouveauxparcoursenformationinitialeet

LaDocumentationfranCaise,1990,pp.11２contmue,

例この点については別稿で論じた｡｢1980年後半期フランスにおける後期中等教
育の構造変動一特質と要因一」平成２，３，４年度文部省科研費補助金総合研
究(A)報告書『後期中等教育の史的展開と政策課題に関する総合的比較研
究』，1993年,105～122頁。

例国立統計経済研究所(INSEE)の報告によると,1992年１月から1993年３月
までに何らかの継続教育を受けた者の割合を職階別にみると，幹部職は31.8％，
事務職員は18.4％，熟練労働者はll.8%,非熟練労働者は4.5%であった。学歴
別では，バカロレア水準十２年以上の学歴の者の３分の１が継続教育を受けた
のに対し，無資格者のそれは9.4％であった。InffoFlash,No.409,juinl994,
p . l .
64)詳しくは，夏目達也「現代フランスにおける見習訓練制度改革一職業教育の
公共性の現段階一」『日本産業教育学会研究紀要』第23号，1993年。
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